
時間外労働の限度に関する基準 

法定労働時間を超えた時間外労働の基準 

 法定の労働時間を超えて労働させる場合、

又は法定の休日に労働させる場合には、事

前に労使間で時間外労働、休日労働に関す

る協定（36 協定）を結び労働基準監督署に

届出をしておく必要があります。36 協定を

定める時には労働時間の延長の限度に関す

る基準があります。 

36協定は下記の基準に適合したものにす

るようにしなくてはなりません。 

①業務区分の適合化････業務の範囲の明確

化、具体的業務区分が必要 

②一定期間の区分････1 日を超えて 3 ヶ月

以内の期間と 1年間の両方を協定する 

③延長時間の限度(法定の休日労働含ま

ず)････例）期間が 1週間の場合、一般労働

者は 15 時間、対象期間が 3ヶ月を超える 1

年単位の変形労働時間制の適用労働者は14

時間を超えないものとする 

適用除外 

次の事業又は業務には延長限度時間は適

用されません。 

①工作物の建設 

②自動車の運転業務 

③新技術、新商品の研究開発 

④厚生労働省指定事業又は業務 

特別条項付き協定 

 臨時的に限度時間を超えて時間外労働を

行わなければならない特別の事情が予想さ

れる場合に特別条項付き協定を結べば限度

時間を超えて時間を延長する事ができます。

要件は次の通りです。 

①原則としての延長時間（限度時間以内の

時間）を定める事 

②限度時間を超えて時間外労働を行わせな

ければならない特別の事情を具体的に記す 

③特別の事情とは一時的、突発的であり、

一年の半分を超えないことが見込まれる事 

④限度時間を超える労働時間の割増賃金率

を定め、法定割増率を超えるよう努める 

 特別条項付き協定には限度時間の上限が

無いので長時間労働になりがちとの見解も

あります。過重労働にならぬよう安全配慮

義務を考えた上で行いたいものです。 
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